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１．はじめに 

 本州-四国間をつなぐ交通施設としては，1988 年に瀬

戸大橋，1998 年に明石海峡大橋，1999 年にはしまなみ

海道が開通している．3 つのルートに高速道路が整備さ

れたことで本州-四国を結ぶ高速バスが普及した．鉄道

については，JR 瀬戸大橋線が岡山から高松を結んでい

る．一方，四国新幹線に関しては，基本計画路線図が

1973 年に政府の閣議決定により公表されている．四国

新幹線が実現することで，四国各県から 500～700km 圏

内の地域における航空と鉄道の競合状態から変化が起

きると考えられるが，現在実現には至っていない． 

高速鉄道整備の影響分析に関する既往研究としては

交通手段分担率の変化を推計した武藤ら(2001)1)，

SCGE モデルを用いて経済効果を計測した土谷ら

(2009)2)，宮下ら(2009)3)，地域計量経済モデルを用い

て経済効果を計測した SATO(2015)4）等がある．しかし，

交通手段分担率の変化に加え，経済効果を分析し，最

適な都市間交通体系を提案した研究は見当たらない． 

 本研究では地域間所要時間の短縮による入込客数の

変化を考慮した交通手段別需要推計モデルの構築を行

い，鉄道利用客の需要予測を行う．また，地域計量経

済モデルの構築を行い，費用対効果分析より，望まし

い新幹線規格の提案を行う． 

 

２．都市間交通の需要・整備の影響の仮定 

 新たな本州-四国間の交通整備による地域間所要時

間の短縮は，四国への入込客数や交通分担率の変化を

もたらし，それらの変化は各交通手段の需要の変化を

もたらすと考えられる．また，入込客数の変化は移輸

出の変化を通じて四国各県の地域経済に影響をもたら

すと考えられる．これらを考慮した本州-四国間の交通

整備の影響フローを図-1 に示す． 

 
図-1 影響フロー 

 

３．入込客数の変化の推計 

 入込客数の推計式を(1)，(2)式に示す． 
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 ここで，B はビジネス，T は観光，r は目的地，s は
出発地，Kは入込客数，NWは従業者数，POPは人口，

GCは一般化費用，Fareは運賃，wは時間価値，Tは所

要時間，Dqは q 地域ダミーを示す．本研究では，四国

各県を目的地とし，目的地以外の 46 都道府県を出発地

とした．フル規格新幹線整備時の所要時間短縮による

入込客数変化の推計結果を表-1 に示す. 

 

表-1 所要時間短縮による入込客数変化（千人/年） 

 
 

４．交通手段別需要推計モデルの構築 

交通手段別需要の推計式を(4)～(6)式に示す． 
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 ここで，Qは交通需要，Pは交通手段選択確率，sは
出発地，r は目的地，m は交通手段，V は部分効用，T
は所要時間，Fareは運賃，Lはラインホール時間，Nは

ラインホール乗換回数，D700 は 700km 以上 1000km 未満

ダミー，D1000 は 1000km 以上ダミー，Dsrは発着地ダミ

ーを示す．本研究では，対象交通機関を航空と鉄道と

し，出発地・目的地を新幹線駅が存在し，距離が 500km
以上ある全国の都道府県間として推計を行う．(6)式の

推定結果を表-2 に示す． 

表-2 交通手段別需要推計モデルの推定結果 
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ビジネス 観光 合計
徳島県 343.8 629.2 973.0
香川県 126.4 378.8 505.2
愛媛県 8.2 582.3 590.4
高知県 151.1 687.4 838.4
四国計 629.4 2,277.6 2,907.0

α β γ δ
-2.9463 -0.0298 -0.2580 -0.0321

(-14.7313) (-3.0228*) (-6.9961**) (-1.5522*)
φ μ θ 修正R2

-0.2566 1.4275 3.3261
(-4.8927**) (9.7223**) (23.0239**)
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５．地域計量経済モデルの構築 

(１)概要 

 四国新幹線の整備により，入込客数が変化すること

で移輸出が変化し，地域内総需要に変化をもたらすと

考えられる．これらの関係式を(7)～(9)式に示す． 

  , ,,f r tt r tGRP GREX   

  , , ,, ,, , ,ft r t r t r tr t r tNW ROWX LHR KP X   

, , , ,, , , ,r t r t r t r tr t r t r t r tGRE CP G NEIP IHP Z E        

ここで，GRP は地域内総生産，X 潜在生産力，GRE
は地域内総需要，LHRは平均労働時間，NWは就業者数，

ROWは民間資本稼働率，KPは民間資本ストック，ΔX
は潜在生産力の拡大，CPは民間消費支出，IPは民間設

備投資，IHPは民間住宅投資，Gは公的支出，Zは在庫

投資，NEは純移輸出，ΔEは移輸出の変化，rは地域，

tは年度を示す．その他の関数については概ね既存研究

に従う． 

(２)モデルのパラメータ推定と現況再現性 

各関数のパラメータ推定を行うにあたって,経済財

政モデル等の 1980年～2015年までのデータを収集した. 
ADF テストにより，これらのデータの定常性を検証し

た上で OLS（最小二乗法）により推定を行う．生産関

数(8)’式の愛媛県の 2 次産業のパラメータ推定結果を

表-3 に示す． 
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表-3 2 次産業のパラメータ推定結果（愛媛県） 

 
 

四国各県の地域内総生産の 2006年度～2015年度の実

績値及び各関数の推定結果を踏まえたファイナルテス

トにおける推計値の平均絶対誤差率（MAPE）はそれぞ

れ，徳島県 1.25％，香川県 1.33％，愛媛県 1.33％，高

知県 2.60％となった． 

 

６．シミュレーション分析 

ここでは，2035 年に四国新幹線がフル規格，ミニ新

幹線，単線新幹線のいずれかの規格により開業するこ

とを想定する．なお本研究において，建設中のフロー

効果については計測対象としない． 

ここでΔX については，四国各県の従業者の鉄道利

用者の所要時間短縮により，企業の潜在生産力の拡大

に影響を与えるという仮定の下，鉄道利用者数，目的

地の時間価値，短縮所要時間を乗じることで算出した. 

表-4に開業 40年間における四国各県における地域内

総生産の増加額を示す．なお，基準年を 2020 年とし，

割引率を 4％とした． 

また，四国新幹線開業による四国各県の鉄道利用客

の人数を表-5 に示す．なお，四国住民の四国外への移

動は含まれていない. 

 

表-4 開業後 40 年間における割引後の 

地域内総生産の増加額（百万円） 

 
 

表-5 新幹線開業後の鉄道利用客（千人/年） 

 
 

７．費用対効果分析と望ましい交通体系の提案 

 表-4 の結果を用い，費用対効果分析を行った．ここ

で，フル規格による四国 4 県の負担額は 3,536 億円 5）

と仮定する．また，ミニ新幹線と単線新幹線の四国 4
県の負担額は波床(2018)6)を参考に，それぞれ 1km あた

り 5.1 億円，フル規格の 2/3 と仮定し算出している．新

幹線規格別の費用対効果分析の結果を表-6 に示す． 

 

表-6 新幹線規格別の費用対効果分析の結果 

 
 

費用対効果分析の結果より，本州-四国間の新たな交

通体系として，ミニ新幹線規格で四国新幹線を整備す

ることが望ましいと示唆される． 
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0.8801 1.4254
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フル規格 ミニ新幹線 単線新幹線
徳島県 93,849 12,746 62,079
香川県 78,710 40,517 61,932
愛媛県 87,163 16,739 58,691
高知県 113,088 6,510 74,117
四国計 372,810 76,511 256,819

整備なし フル ミニ 単線

徳島県 141.3 2,184.0 465.4 1,492.4
香川県 545.7 1,635.7 1,129.4 1,524.6
愛媛県 372.9 1,848.5 778.6 1,422.9
高知県 49.1 1,792.4 174.3 1,201.2
四国計 1,108.9 7,460.6 2,547.8 5,641.2

フル規格 ミニ新幹線 単線新幹線

地域内総生産の増加（百万円） 372,810 76,511 256,819
建設費用（百万円） 353,595 57,318 235,730

費用対効果 1.05 1.33 1.09
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